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付録（熊本大学×東北大学 市民公開講座 報告書） 
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2016 年熊本地震の前震・本震及び主な余震の震央位置を図 1 に，諸元と最大震度を表 1
に示す 1)。益城町では前震(M6.5)と本震(M7.3)双方で震度 7 を，西原村では本震で震度 7
を計測している。 
表 1 主な地震の地震諸元と最大震度階 
図 1 2016 年熊本地震の前震・本震及び主な余震の震央位置 1) 
2 
1.2 被害地域の地震動 


























図 2 4/14 M6.5 前震の速度波形（東西成分） 
図 3 4/16 M7.3 本震の速度波形（東西成分） 
4 
図 4 4/16 M7.3 本震の速度波形の粒子軌跡 

















(a) Hata et al. (2016)による臨時観測点 4)     (b) 擬似速度応答スペクトル 
図 6 4/16 M7.3本震の益城町での擬似速度応答スペクトルの比較（東西成分） 
 
1.3 過去の被害地震記録との比較 














図 7 過去の内陸地震の被災域の観測波形と 2016 年熊本地震の観測波形 















表 2 常時微動測定位置と周辺被害状況 








図 10 熊本市建物被害地区の被害写真，常時微動 H/V スペクトル，近傍地震記録 pSv 

























































1) 平成 28 年(2016 年)熊本地震の評価，地震調査研究推進本部，2016.5.13 
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4) Preliminary Analysis of Strong Ground Motions in the Heavily Damaged Zone in 
Mashiki Town, Kumamoto, Japan, during the Mainshock of the 2016 Kumamoto 
Earthquake (Mw 7.0) Observed by a Dense Seismic Array, Yoshiya Hata, Hiroyuki 








































2016 年 4 月 14 日 21 時 26 分に発生した震災状況（建物，社会基盤施設）の調査および災
害科学国際研究所としての継続的な調査のための情報収集 
③調査期間 






こうした調査を予定していたが，4 月 16 日 1 時 25 分の本震により，変更を余儀なくされ
た．初動調査時の活動経過と震度階数の推移 1)を図 1 と表 1 に示す．次節以降，時間経過に
応じた各地の状況について報告する． 
 
図 1 初動調査時の活動経過と震度階数の推移 
 
表 1 初動調査時の活動経過 






















































2.3 4 月 15 日夜の熊本市内の状況 
2.3.1 熊本空港 
4 月 15 日の夜，熊本空港に到着した直後の状況を写真 1 に示す．空港到着時には，被災
調査や支援のために熊本入りをしたと見られる人々が多く見られた．電光掲示板には交通
ダイヤの乱れに関する情報が表示されており（写真 1 左）， 損傷した 2 階の保安検査場の
天井の修復工事が行われていたが，その他目立った被害は見当たらなかった．市内へのバ
スも運行しており（写真 1 中），売店等の商品も豊富に揃っており（写真 1 左），前日（14
日）の地震による空港運営業務への影響はそれほど大きくはなさそうであった．（その後
の 16 日未明に発生した本震により，空港は 18 日まで閉鎖されることになる．） 
 
   
写真 1 熊本空港の状況（4 月 15 日 21 時頃） 
 
2.3.2 益城町 
空港でレンタカーを借り，まずは 4 月 14 日の地震により震度 7 が観測された益城町を訪
れた．15 日夜の段階では，益城町役場周辺のみ停電が発生しており，役場から数百メート
ル離れたあたりでは既に電気が復旧していた（写真 2 上左）．しかし，震度 7 が観測され















写真 3 益城町内コンビニエンス・ストアの状況（4 月 15 日 21 時 45 分頃） 
 








写真 4 国道 28 号線沿いの状況（4 月 15 日 22 時頃） 
 





ている頃であった．翌日の調査の準備を終え，眠りに就こうとしていた 1 時 25 分，気象庁






















































真 8 下右），郵便ポスト等も傾いていた． 
宇城市役所の敷地内には既に多くの自衛隊車両が入っており（写真 9 上左），入浴施設










写真 9 宇城市役所における救援救助活動（4 月 16 日 8 時 30 頃） 
 
宇城市役所の周辺は古い木造住宅の多い住宅地であった．ブロック塀の倒壊（写真 10 上





















写真 11 宇土市役所の被害（4 月 16 日 9 時頃） 
 











る新耐震以降に建てられた木造住宅の被害（写真 12 右）は微小なものであった． 





写真 12 宇城市内の被災地（4 月 16 日 11 時頃） 





の際に Google Map をプラットフォームとして利用した調査を試み 2)，その有効性を実感し
ていたが，本調査でも同様の調査方法を用いた． 



















図 3 スマートフォン上の情報 
 
2.7 まとめ 




















































状について調査した結果を報告する．調査は，平成 28 年 4 月 16 日（土）～ ４月 30 日（土），



















































































また，接合部から北西へも布田川断層の延長が約 2.5 km 連続するが，これらの変位は概ね
20 cm 以下である． 
日奈久断層上の地震断層は，布田川断層と同様に右横ずれを示す．布田川断層に比べて
変位量は小さく，御船町高木地区で最大約 70 cm である．地震断層を確認した約５キロメ
ートルの区間ではきわめて連続性が良く，並走や分岐はみられず，上下変位はほとんど観
察されない（図５a, b）．変位量は南西に向かって少しずつ減少し，御舟町小坂ではわずか










瞭で，約 2km 離れた県道 28 号から目視で確認できた． 
 この正断層帯は，変動地形から判読されていた既知の出ノ口断層（いでのくちだんそう，
九州活構造研究会，1989）に，概ね沿って出現した．地震断層を隔てて，牧草地斜面低下



















 熊本市街地でも，東区健軍から白川までの長さ約 5.4km にわたり，北西走向に開口亀裂
が断続的に発達する（図１）．この地表変状帯は，低断層崖と考えられる南西側下がりの崖







3.1.6 阿蘇市 JR 宮地駅周辺の地震断層 
 阿蘇カルデラ内北東部でも約 2 km の地震断層を確認した．阿蘇カルデラ内北東の阿蘇市
JR 宮地駅周辺では，北東走向に長さ約 2km の区間で最大上下変位 10cm 程度，右横ずれ









図８ 阿蘇市 JR 宮地駅付近に出現した最大余震に伴うと考えられる地震断層．a）アパー










地震断層と解釈する見方もある（例えば，Lin et al., 2016）．しかし我々は，現地調査と空
中写真地形判読から，これらの変状を地震動に伴う液状化や表層地盤の側方移動と判断し
た（石村・遠田，2016）．その後の他機関の調査・研究でもテクトニックな変形ではないこ

































 熊本地震の地表地震断層の特徴は，断層トレースの杉型雁行配列（ left-stepping en 



























震の震源断層は，余震分布・干渉 SAR 解析等から北に 60°前後で傾斜し，顕著な正断層成
分を伴って斜めずれしていると指摘されている（例えば，Kubo et al., 2016）．このことか
ら，地下深部での斜めすべりが，地表で横ずれと縦ずれに分担されるスリップパーティシ
ョニング（slip partitioning）現象が生じたと推定される（Toda et al., 2016）．布田川断層
が正断層成分を持つことは，同断層の東北東走向と別府−島原地溝帯の南縁に位置すること
と整合的である．当区間では浅部の余震が少なく，余震発生にも影響を与えている可能性

















と指摘されている（Fujiwara et al., 2016）． 
これらの地表地震断層は，地震活動を伴う地表変位と地震活動を伴わない地表変位に分
けられる．前述の阿蘇カルデラ北東部の JR 宮地駅周辺の地震断層は，阿蘇カルデラ中央火
口丘を隔てて，本震震源から約 12km 北東に位置しており，約 1.5 時間後に発生した M5.9
余震によるものである可能性が高い．一方，熊本市街地を北西走向に約 5.4km 延びる地震
断層は本震時に出現したと考えられるが，小余震を多数伴う．さらに，阿蘇外輪山西部に
も多数の東西走向の干渉縞の不連続が認められ（Fujiwara et al., 2016），国土地理院によ





















地震断層は農業用の大切畑ダムの堤体を横切り，ダム堤体（堤体上の県道 28 号線）を約 1.5
メートル右横ずれさせた（図 13ｄ）．また，地震断層は近傍の百万ボルト鉄塔の基礎を直撃
した．鉄塔中央部の歪みの原因になった可能性がある（図 13f）．さらに，桑鶴地区の桑鶴
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調査は，平成 28 年 4 月 23 日（土）～ 4 月 24 日（日）の期間で強震観測点周辺の建物被





























































図 2 岡田・高井 2)の木造建物の破壊パターン 
 
4.3 木造建物被害の判定結果 
 調査対象地域の 40 棟について被災度判定を行った．調査対象地域の木造建物の被災度判
定結果を表１に示す．調査対象地域に関しては，木造建物の無被害は存在せず，半数以上
が全壊・倒壊判定となった．また，倒壊棟数も 14 棟と調査対象地域の木造建物の約 4 割強











表 1 調査対象地域の木造建物の被災度判定結果 
被災度 Damage Grade 棟数 被災度別棟数 












15 Gd5- 8 
Gd5+ 6 
その他（納屋，S造等） 6 6 
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      断層付近の道路・橋梁の被害，家屋被害 
 
 
















図２ 崩壊部分の位置（Google Map に加筆） 
 




図４ 崩壊部分の位置（国土地理院の公開資料 1）に加筆） 
 
 




































































   
図１１ 撮影対象箇所①の様子 




   
 
    
図１３ 撮影対象箇所③の様子 


















図１５ 本震（4/16 1:25）前後の白川の水位変動（立野観測所）4） 
 
図１６ 立野観測所と阿蘇大橋の位置関係（Google map に加筆） 
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図１８ 河陽・黒川地区の地表面亀裂 1） 
 
図１９ 地表面に現れた断層 6） 
 




















































図２２ 南阿蘇橋の位置          図２３ 南阿蘇橋の写真 




   














































図３２ 宅地およびその周辺航空写真（地理院地図航空写真 1974-1978 年，2004 年）8) 
 
図３３ 宅地およびその周辺の様子（地理院地図３D モデルのキャプキャー画像 8) に加筆） 
 















































図３５ 地盤変状と家屋被害（その１）（Google map に加筆） 
 




図３７ 地盤変状と家屋被害（その３）（Google map に加筆） 
 
図３８ 地盤変状と家屋被害（その４）（Google map に加筆） 
Google ストリートビュー
（2003年11月）





図３９ 等高線図（国土地理院資料１）に加筆） 図４０ 地盤の動き（Googlemap に加筆） 
 



























































図４６ 崩壊箇所内部の様子       図４７ 崩壊箇所内部の土 
  
図４８ 崩壊箇所内部の道路の段差    図４９ 崩壊土砂による家屋被害 
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第 6 章 可能性津波の評価解析 
山下 啓（東北大学災害科学国際研究所 地震津波リスク評価寄附研究部門） 
今村文彦（東北大学災害科学国際研究所津波工学研究分野） 
サッパシーアナワット （東北大学災害科学国際研究所津波工学研究分野） 






















計算対象領域を図 2 に示す。ネスティング計算による空間解像度は 810 – 270 – 90 m の
三段階であり、中央防災会議の公開データを利用した。また、八代海沿岸部における平均
的な朔望平均満潮位として、潮位を T.P. +2 m に設定した。そして、断層モデルとして、
表 1 に示す布田川－日奈久断層帯の連動型地震（M7.9）1), 2) を採用して、弾性体理論 3) に
より地殻変動を算出する。ここで、すべり量に関して、2.5 m1)  3.0 m2) に更新されてお
り、本研究では 3m を採用した。なお、計算対象時間は地震発生後 3 時間である。 
 
図 22 熊本（天草・八代地方）を対象とした計算領域 










また、図 64(a) 及び (b) の差分、すなわち、水平移動のみによる鉛直変位を図 5 に示す。
ここで、海域における変位のみを示している。特に、複雑地形の汀線付近の海域における




図 3 地殻変動の水平移動成分の効果（Tanioka・Satake 2) の図を転載） 
 
(a) 水平移動あり（本計算）         (b)水平移動なし（従来想定） 
図 4 地殻変動による海底及び地表面の鉛直変位の計算値 
 





最高水位分布を示す。出水郡長島町では、最大 T.P. +2.92 m の津波高が得られた。八代海




おいて、比較的速い流れ（0.5 m/s – 1.0 m/s）が想定される。また、潮位を 0 m に設定し




















(a) 潮位 T.P. + 2 m の場合             (b) 潮位 T.P. 0 m の場合 
図 7 熊本（天草・八代地方）を対象とした可能性津波の最大流速分布 
 




















計算対象領域を図 10 に示す。ここで、ネスティング計算による空間解像度は 810 – 270 – 
90 m の三段階としており、中央防災会議の公開データを利用した。また、別府湾沿岸部に



















図 11 地殻変動による海底及び地表面の鉛直変位の計算値（地殻変動の水平移動を考慮） 
6.2.2 可能性津波の規模に関する計算結果（最大水位・最大流速の分布） 
可能性津波の規模を調べる。図 12 に、最高水位分布を示す。3 ケース全ての傾向として、
別府湾内沿岸部における津波高は T.P. +4 m 以上であり、大きな津波が襲来することが想
定される。そして、別府湾内の活断層の短軸方向の沿岸部（別府湾内の北と南）において
大きな津波高が出現する。また、3 ケースの水位分布は図 6-2-3 の地殻変動の鉛直変位と同
様に類似しており、②の別府湾内の活断層地震の影響が支配的であると言える。 
他方、3 ケースそれぞれの最高津波高は、大分市神埼で出現し、その値は、それぞれ、① 






における流速は比較的小さい。しかしながら、別府湾内における流速は概ね 1 m/s 以上で
あるため、浸水せずとも海域における大きな水産被害が懸念される。なお、3 ケースにおけ






別府湾内では、地震発生後 5 分～10 分程度で第一波ピークが到達する。また、殆どの地点
において第二波以降に最大波が出現している。対象水域が湾地形であることや、更には、
九州と四国とに挟まれた領域であることなど、複雑で閉鎖的な水域であるために津波が複





図 12 熊本・別府地方を対象とした可能性津波の最高水位分布 
 
図 13 熊本・別府地方を対象とした可能性津波の最大流速分布 
 











・熊本（天草・八代地方）の可能性津波による津波高の最高値は T.P. +2.92 m であり、
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平成 28 年 4 月 14 日の前震の発生後、熊本県から熊本災害派遣医療チーム(DMAT)指定
病院に DMAT 派遣要請が行われ、翌 15 日には、派遣要請は九州 DMAT へと拡大された。






医療救護班は 4月 15日から 6月 2日まで 1428チーム、6420名(DPATを除く)が活動した。
活動したチームとしては、上記団体の他に日本赤十字社救護班、全国知事会救護班、日本
医師会災害医療チーム(Japan Medical Association Team: JMAT)、大規模災害リハビリテ
ーション支援関連団体協議会(Japan Rehabilitation Assistance Team: JRAT)、国立病院機
構医療班、災害人道医療支援会(Humanitarian Medical Assistance: HuMA)、徳洲会災害
医療救援隊(Tokushukai Medical Assistance Team: TMAT)、国境なき医師団、アムダ
(Association of Medical Doctors of Asia: AMDA)、地域医療機能推進機構(JCHO)医療救護
班、全日本病院協会災害時医療支援活動班 (All Japan Hospital Association Medical 
Assistance Team: AMAT)等が含まれる。この他、東日本大震災を教訓に発足した精神科医
療や精神保健活動の支援を行う専門的なチームである災害派遣精神医療チーム(DPAT)が、
上記機関と連携して活動し、精神科医療機関 7 施設 591 人の入院患者の搬送を行うととも
に、避難所などで被災者の心のケアにあたった 1-6)。 
 
7.2 東北大学病院 DMATと連携しての支援活動 
2016年 4月 16日午前 1時 25分の本震は日本 DMATの自動待機基準〈東京都 23区震度
5 強以上または他の地域で震度 6 弱以上〉に該当した。同日午後 4 時 3 分、東北大学病院
DMATを含む東北ブロック DMAT に日本 DMAT第２次隊としての派遣要請が発出され、
これに佐々木宏之が隊員として加わった。 











本部からは、引き続き 4 月 18 日も避難所情報収集を行うこと、阿蘇市阿蘇医療センター
をサポートし拠点化することの要請があり、また南阿蘇村の老健施設に利用者があふれス
タッフが疲弊している件などについて情報提供があった。 
 4 月 18 日、東北大学病院 DMATに、特別養護老人ホーム「陽ノ丘荘」での情報収集と
状況に応じて避難搬送ミッションが割り振られた。陽ノ丘荘は崩落した阿蘇大橋から約
2km, 土砂崩れの発生した火の鳥温泉から約 1km の地点にあり、周囲は土砂崩れが頻発し







緊急消防援助隊救急車で約 50km 離れた竹田市医師会病院へ搬送した。15 名の搬送に計画
立案から搬送終了まで約 3.5 時間を要した。活動を本部ミーティングで報告、翌日の全体
活動計画に老健施設の調査が盛り込まれた。 






























































































図 6 熊本大学精神科の先生方との面談 
 













































































図 8 修復中の益城町役場庁舎と建設中のプレハブ型仮設住宅 
 


















































成 28年 5月 9 日時点）」 
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-10600000-Daijinkanboukouseikagaku
ka/0000123620.pdf 
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http://rise-nippon.co.jp/report/1135/ 
5) 富田博秋、佐久間篤「災害精神医学領域におけるアウトリーチ支援 (特集 精神科領域
におけるアウトリーチ支援の現在) 」臨床精神医学 46(2), 199-204, 2017 



























害などの異常時の記録を含んでおり，Hara and Kuwahara (2015) 1) や Song et al. (2014) 2)，
Bagrow et al.(2011) 
3) などが災害時の行動分析を試みている．瀬戸ら (2016) 4)は，2016 年 4 











リエンスの三角形 5) に相当し，災害の 影響の大きさを規定する重要な情報である6）． 
 
8.1.2 使用するデータの概要 
 以下では， 2015 年 4 月 1 日 ∼2015 年 6 月 30 日と 2016 年 4 月 1 日 ∼2016 年 6 
















































「 混雑統計Ⓡ」 Ⓒ Zenrin DataCom  Co., Ltd.  





 図 1 に，4 つの状態をとるサンプル数の時間変動を示す．各時点でのサンプル数は熊本









 図2 は，熊本県の， 2015 年 4 月 19 日(日曜日)の午前 0 時からから 20 日 (月曜日)





と，月曜日(4/20)の 9 時から 18 時までの間で非常に構成比が大きい一方で， 日曜日(4/19)






time 「 混雑統計Ⓡ」 Ⓒ Zenrin DataCom  Co., Ltd.














主拠点滞在 副拠点滞在 その他滞在 移動中
 

















ここで，σd,t は時間・曜日といった周期と月次・空間の差異を表現する {0,1} のダミー変
数ベクトルで表-1のような候補を設定し説明力の高いものを残す，αk,t は周期変動・差異の
大きさを示す係数であり，α′k,tσd,t で時点 (d, t) における状態 k の確定効用をしめす． K 
は状態の集合であり，滞在 3 種類(主拠点，副拠点，その他)と移動中の合計 4 つである．
係数 αk,t を推定する際には確定効用部分の定数項を固定するために， α{主拠点滞在} = 0 
と仮定する． 
 σd,t の要素をAIC 最大化に基づくステップワイズ法で選択し，αk,t を最尤法によって推
定した．採択パラメータ数とモデルの適合度を表2 に示す．採択されたパラメータ数から，
それぞれ概ね 50 個前後の変数を持つモデルであることが確認できる．また，Residual 
表 1 平常時状態構成比モデルの説明要因 σ として取り上げる候補 
  パラメータ数 
定数項  1 
周期変動 1 週間（火～日ダミー） 6 
 5 日（5,10 日と前後日） 3 
 1 か月（各月 1 日，2 日） 2 
 祝日（祝日とその前後日） 3 
期間・空間差 年次（2016 年ダミー） 1 
 月次（5,6 月ダミー） 2 
 都道府県（大分県ダミー） 1 
計  19 






















わかる． 2 点目は，平日では朝 7，8 時







 つぎに，図3 (2) から，水曜日における 

















0 54 1.18  7.92  0.85  
1 51 1.12  7.45  0.85  
2 54 1.30  7.38  0.82  
3 54 1.29  7.10  0.82  
4 54 1.20  6.89  0.83  
5 54 1.12  6.78  0.83  
6 54 1.12  7.10  0.84  
7 51 1.11  14.81  0.93  
8 51 1.34  42.22  0.97  
9 51 1.29  58.10  0.98  
10 48 1.35  55.91  0.98  
11 54 1.46  55.73  0.97  
12 48 1.55  53.14  0.97  
13 48 1.65  53.71  0.97  
14 48 1.73  52.11  0.97  
15 54 1.71  52.19  0.97  
16 57 1.78  52.87  0.97  
17 57 1.76  51.13  0.97  
18 57 1.77  33.54  0.95  
19 48 1.53  19.60  0.92  
20 54 1.28  12.56  0.90  
21 48 1.17  9.91  0.88  
22 48 1.13  9.06  0.87  
23 51 1.11  8.53  0.87  
「混雑統計🄬」©Zenrin DataCom Co., Ltd. 
Num. of par.: 採択パラメータ数 
R.D. Residual Deviance 
N.D. Null Deviance 




 平常時通りの行動パターンを実施できなかった人の構成比として，式 (2) から算出される
「行動パターン乖離率」の時間変動を確認する．ここで Nk,d,t は時点 (d, t) における状態 k 
の観測サンプル数である． 
 
図 3 モデルによる平常時状態構成比の推定結果 
 
 





 図4 は，2015 年 4 月 1 日 0 時から，2015 年 6 月 30 日 23 時までの行動パターン
乖離率の時間変動を示したものである．この図から，各時点における本研究の行動パター
ンの平常時変動モデルからの式 (2) 乖離率は， おおむね 5%以下であることがわかる．た
だし，5 月 1 日前後のゴールデンウィーク期間中では，大分県で行動パターンが平常時と
乖離しており，最大で 9%程度の乖離がみられることがわかる．なお，図4 に示した一点鎖















 図5 は，2016 年 4 月 1 日 0 時から，2016 年 6 月 30 日 23 時までの熊本県と大分
県の行動パターン乖離率の時間変動を示したものである．この図から，熊本県では，4 月 14 
日の発災時刻(赤線)以降，数日の間は行動パターン乖離率が顕著に大きいことが確認され，
数日にわたって多くの人が通常の生活パターン通りの行動を実施できていなかったことを





 図5 の，熊本県の発災直後 4 週間を拡大したものが図6 である．図6 をみると，熊本県
では 4 月 16 日の 15 時(約 14%)をピークとして平常時行動パターンからの深刻な乖離
がみられる．この乖離は，4 月 26 日まで平常時の変動範囲より顕著に大きい状態が継続
し，最大時には熊本県の 16%もの人が平常時の生活パターンをとれなかったことを示して















後 2 週間程度は正・負の両方の方向に大きな乖離がみられる． 










きなくなり，7 万人以上の異常状態が 6 日間継続した．そして，昼間には 27 万人が通常





































本部が発表している午前 9 時の避難者数 7)(各避難所の人数を合算した値)を熊本県の人
口で除した値を比較する.両者を比較した図9 を見ると，混雑統計🄬を用いて算出した夜間自
宅外避難率(深夜 4 時の自宅滞在予測量 − 観測自宅滞在率)と，災害対策本部発表の避難者
数の時間変動は，おおむね一致していることが確認できる.つまり，本研究の手法から得ら
れる夜間自宅外避難率を用いることで避難者数を概算できる.しかし，次の 2 点では乖離が
見られる:(1) 4/17 は，災害対策本部発表の避難者数と比較しておおよそ 2 倍の量である点，










っている.つまり，災害対策本部の発表値ではまだ約 6 万 7 千人もの避難者数が存在して
 







 以上，混雑統計🄬データから見ることができる「行動状態」の時間変化に着目し，平成 28 
年熊本 地震が生活パターンに与える影響を分析した．具体的には，熊本県と大分県の状態






直後に，熊本県では最大 22 万人が通常通りに夜間に自宅に滞在できなくなり，7 万人以
上の異常状態が 6 日間継続した．そして，この推移は避難所で夜を過ごした人数の推移と
おおむね合致している．2) さらに，昼間の勤務行動については，最大 18 万人が通常通り
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成 28 年（2016 年）熊本県熊本地方を震源とする地震に係る被害状況等について」がある．
現段階での最新版は，2016 年 12 月 14 日 1 8 時現在のものである 1）．この資料には個別
企業の被害や復旧状況は掲載されていないが，企業活動の重要な前提となるインフラやラ
インラインの復旧状況が掲載されている． 
その停電の項目では，「4 月 20 日（水）19 時 10 分，がけ崩れや道路の損壊等により
復旧が困難な箇所を除いて，高圧配電線への送電完了．大規模な土砂崩れにより送電が困
難となっていた阿蘇市，高森町，南阿蘇村においては，全国から手配した電源車の活用に
より通電していたところ，4 月 27 日（水）送電線の仮復旧工事が完了し，4 月 28 日（木）
21 時 36 分，系統からの電力供給に切り替えを完了．」とある．したがって，企業への電
力復旧は 4月 20日から 28日の間には完了していたとみられる． 


















対 象：従業員 4名以上の県内事業所 10,044 先 
調査方法：郵便による発送・回収 
調査時点： 2016 年 6月末 



























表 1 熊本地震被災企業等ヒアリング調査概要（2016年 10月） 
No. 年月日 企業等 場所 
1 10月 18日 株式会社プレシード 熊本県上益城郡嘉島町 
2 生活協同組合くまもと 熊本県上益城郡益城町 
3 株式会社再春館製薬所 熊本県上益城郡益城町 
4 10月 19日 熊本県庁企業立地課 熊本県熊本市中央区 
5 富士通株式会社 熊本県熊本市中央区 
6 熊本商工会議所 熊本市中央区 


















































表 2 熊本地震被災企業等ヒアリング調査概要（2017年 2月） 
 
No. 年月日 企業等 場所 
1 2月 6日 富士フィルム九州株式会社 熊本県菊池郡菊陽町 









































































































費 26510002、及び 15H06013の助成を受けたものです． 
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第 9章別表 熊本地震による企業への影響について（企業ホームページ・報道より） 
 







































































































































































AIK、AIKCの従業員について、4 月17 日11 時時点で、無事を確認してい
ます。
・事業活動の継続について：




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































医用関連の血液検査装置やその検査試薬などについては、4 月 25 日
（月）に生産を一部再開いたしました。マスフローコントローラーなどの製










































































































した場合には, 全国から様々な NPO 法人が支援活動を行う体制が整備されてきた. 東日本
大震災の際にも活発な活動が展開され, 多くの支援による成果が得られたが, 被災自治体
での受け入れ体制や継続性, 被災者と支援のコーディネートなどの課題が残されている． 
ここでは，平成 28 年熊本地震に伴う NPO 法人のボランティア活動（特に防災士）につ









































































































 その中, NPO 法人日本防災士会は阪神淡路大震災を経験して、育成され始めたが、新潟





























入してもらい, 作業内容を双方が確認できるように工夫した.  
 益城町は, 町内の約９割に当たる 10,155 棟が地震の被害を受けており, 現地・災害ボラ
ンティア本部に寄せられた町民からの支援要請は, 傾いたブロック塀の撤去, 壊れた瓦や
窓ガラスの撤去, ブロック瓦礫の撤去や屋根へのブルーシート掛け等が主であった. 










求められた.   
 今回の熊本地震の特徴としてあげられるのは, 余震の回数が非常に多く, その規模もか
なり大きかった点である. そのような状況下で瓦礫の撤去や家の中で作業を行うには, 土














けにより, 約 17,000袋が全国から寄贈され, 支援活動の継続が可能となった.                                                  
 
 










に災害に関する協定を締結している. また, 熊本大学, 熊本県立大学とも連携しており, 学
生の災害対応訓練を実施していた. このような行政と教育研究機関, NPO 法人との平常時
からの連携活動が, 発災後にお互いの活動を支え合うことができた大きな要因であると考
えられる. 熊本では発災後に支援団体の連携と情報交換のために立ち上げた連絡会議を元





 発災してから, 何か支援をしたい気持ちだけでは的確な支援ができないばかりか, 被災
住民や被災自治体の職員等に負担をかけてしまうことになる. 今後も災害の多発が懸念さ
れる我が国において, 事前の連携や組織間の協定が重要になる. 熊本地震の支援において




 NPO 法人の課題として, 活動資金がほとんど無いという問題も挙げられた. 活動に必要
な資機材を自分たちで調達する資金が特に不足している. 今後は地元企業とも連携して, 
必要な資機材を貸与できるような仕組みを作ることも必要である. 






 甚大な被害を及ぼす大規模自然災害が起こるたびに, 言われ続けていることだが, 被災
地外から支援の手が差し伸べられても, 被災地内にその援助を受け取る受援力が無ければ, 
復旧に向けての活動がスムースには動き出さない. 度重なる自然災害を経験した地方自治





1） 平成 28年熊本地震に係る初動対応の検証レポート平成 28年 7月（平成 28年熊本地震
に係る初動対応検証チーム）
http://www.bousai.go.jp/updates/h280414jishin/h28kumamoto/pdf/h280720shodo.pdf 
2） 熊本地震による地表地震断層調査, 遠田晋次・岡田真介・石村大輔, 平成 28年(2016年)










第 11章 報道動向に関する分析 
佐藤翔輔（東北大学災害科学国際研究所災害アーカイブ研究分野） 
 




 本報告は，Yahoo!ニュース上に配信された平成 28 年熊本地震に関するニュース記事
を分析対象にしている（http://news.yahoo.co.jp/related_newslist/kumamoto_prefecture_earth 
















































期」1）も示している．熊本地震は 4日目に半減期を迎えるも，同様に 4月 16日の地震


















 図 2～4 では，被害規模に呼応して，熊本市，益城町，南阿蘇村で報道が多いことが
分かる．一方，図 2と図 4を見ると，いずれの結果に共通して，西原村，嘉島町，御船
町のプロットが回帰直線の下側に位置しており，被害規模に比べて，やや報道量が少な






図 2 死者・犠牲者数と記事件数の関係 
 








































































































1） 熊本地震に関する「災害のメディア半減期」は，発災から 7 日目であり，2004 年新潟
県中越地震と同程度である． 























































































































要因に関する分析，地域安全学会論文集，No. 19, pp. 93-103，2013.3. 






第 12章 応急仮設住宅と住宅復興 
岩田司（東北大学災害科学国際研究所都市再生計画技術分野） 
 







① 岩田 司：東北大学災害科学国際研究所 教授 工学博士 
② 内田 晃：北九州市立大学地域戦略研究所 副所長・教授 博士（人間環境学） 
③ 中俣 知大：数寄楽舎 所長 一級建築士 
④ 高木 淳二：(株)高木冨士川計画事務所 代表取締役 技術士（都市及び地方計画）・
一級建築士、NPO環境圏研究所 理事長 
⑤ 今泉 重敏：(株)まちづくり計画研究所代表取締役 総務省地域力創造アドバイザー 
12.1.2. 調査日程とその概要 
① 5月 24日(火) 
i. 於・数寄楽舎（薩摩川内市）：中俣知大氏に熊本県内における応急危険度判定の実
施方法や実際の阿蘇市における判定とその問題点に関するヒアリングを実施 






































⑥ 12月 1日(金)：追加調査 
i. 於・西原村：完成した応急仮設住宅の視察を行い、







































写真 1 施工中の木造応急仮設住宅 
 
写真 2 施工中の木造応急仮設住宅の基礎 





i. 民間賃貸住宅等を活用した見なし仮設住宅の決定通知済件数は平成 28年 12月 13
日集計で 12,155戸となっている。 
ii. また公営住宅については、全国で 11,888戸を確保し、平成 28年 12月 14日集計
で 1,836戸が入居済となっている（参考文献 3））。 
 
12.3. 調査結果 

















































2) 公費で解体するにはまず今年の 12 月 27 日(火)までに公費解体の申請を提出し、
認められれば公費で解体されるが、実際の解体は来年の 4～5月頃となり、これ
では再建に時間がかかりすぎる。 
























































































③ 今回のヒアリングでは、西原村における木造応急仮設住宅の建設には 600 万円以上
かかっているという情報があるが、三春では 560 万円程度であり、価格が上昇して
いる（参考文献 4）参照）。 









































2) 熊本県ホームページ「応急仮設住宅の進捗状況について (平成 28年 11 月 14 日時点）」 
http://www.pref.kumamoto.jp/kiji_15918.html 
3) 内閣府防災情報のページ「地震に係わる被害状況等について」災害対策本部（平成 28
年 3月 14日） 
http://www.bousai.go.jp/updates/h280414jishin/pdf/h280414jishin_38.pdf 
4) 地域の住宅建設を支える地元大工による応急仮設住宅の供給手法のあり方：日本建築学
会技術報告集第 18巻第 40号（平成 24年 10月） 
164 
 








して開催した『熊本地震から 6 か月、東日本大震災から 5 年。熊本大学×東北大学 市民
公開講座 「今、ともに学び考える！」』について、その開催の経緯と当日の様子について
報告する．同企画は平成 28 年 10 月 8 日（土）に熊本大学薬学部を会場に開催したもので
ある．当日は中学生から主婦，会社員，自治体関係者など約 100 名の参加者があった．東
北大学からは 3 名の講師，2 名の引率・展示企画担当者に加え，11 名のリーディング大学
院グローバル安全学トップリーダー育成プログラム受講学生が参加した． 
 














「熊本大学×東北大学 市民公開講座」は 10 月 8 日（土）午後の講演会を中心に，熊本
大学HIGOプログラム受講生と東北大学 G-Safetyプログラム受講生との交流企画（10月 8
日（土）午前開催），翌日（10 月 9 日（日））に両プログラム受講生とともに，熊本県内の
被災地巡検を実施した． 
講演会では東北大学災害科学国際研究所より，熊本県内での調査・支援活動を展開した



















熊本大学HIGOプログラム 市民公開講座報告書 公開ページ 
http://higoprogram.jp/public2016/ 







































   
























内陸地震によって発生した宮城県栗原市荒砥沢地区において 2011 年 11 月から現在(2017 年




による地滑り早期警報システムの 5 年以上にわたる運用経験を持っている． 
 
 
図２ 荒砥沢での干渉データ．±1cm の地表面変位を示している． 
 
14.2 南阿蘇村への GB-SAR 設置 
14.2.1 GB-SAR 設置に至る経緯 
2016 年 4 月の熊本地震によって被害を受けた熊本地域において震災復興に関する技術的




の捜索に関して熊本県警から技術的な協力要請を受けた佐藤は 2016 年 5 月に熊本県庁災害














ついては，国が直轄事業として災害復旧事業を進めているまた国道 57 号線についても 2016
年 12 月までは崩落地点上部からの 2 次崩落を防ぐため，無人重機による安全確保のための
作業が行われ，2017 年 1 月からは崩落地点下部において，国道 57 号線復旧のための有人作
業が開始されている． 
 






GB-SAR の電波は装置を設置した位置からおおよそ上下，左右 30 度程度の範囲を照射し，
その範囲の計測が可能である．おおよそ人間の目で正面を向いたまま見える範囲と同じ程
度の大きさにあたる．計測斜面に対してはできる限り近い位置で正対することが理想であ













図 4 設置候補第 5 地点 
 
 
2016 年 9 月立野地区の現場を視察し，国土交通省 熊本地震災害対策推進室熊本分室と
GB-SAR の設置位置について打ち合わせを行い最終的に設置場所を決定した．図 5 に示すよ
うに国道 57 号線から阿蘇大橋に分岐する T 字路の地点である． 
  








現地での設置作業を 2017 年 1 月 14 日に行った．事前に GB-SAR 設置のための台をコン
クリートで製作し，当日は固定するためのアンカーボルトの位置を決め GB-SAR を設置し
た．設置直後から計測が行える体制となった． 





表 1 FAST GBSAR 諸元 
中心周波数 17.175 GHz 
周波数帯域幅 250 MHz 
偏波 VV,HH,HV,VH 
開口幅 2 m 










図 6 GB-SAR 設置地点から見る地滑り地帯 
 
 
図 7 GB-SAR 設置用コンクリート台にアンカーボルト用の孔を掘削 
 
 








図 9 レーダ照射範囲について予想と実測の比較 
 
図 10 南阿蘇村立野地区に設置した干渉 SAR により求めた地表面変位量 
 
図 10 は計測した干渉 SAR 画像の一例である．緑色は変位の無い場所，青と赤は±10mm
の地表面変位が認められる地域である．崩落した斜面全体で，一定方向への動きが僅かで
はあるが計測されている．ただし本結果は気候条件による誤差補正などが行われておらず，
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